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 DUNLOP 商標権等の Goodyear 社からの取得について 

 

本日(日本時間 １月８日・米国時間 １月７日)、住友ゴム工業株式会社（本社：兵庫県神戸市、以下「当

社」）は、The Goodyear Tire & Rubber Company（本社：アメリカ合衆国 オハイオ州、以下「Goodyear 社」）

より、欧州・北米・オセアニア地域における四輪タイヤの DUNLOP 商標権等を取得することについて、取締

役会にて決議し、譲渡契約を締結しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．DUNLOP 商標権等の取得目的 

当社グループは中期計画における構造改革の着実な実行に加え、当社グループの基幹事業であるタイヤ

事業の成長加速に向け、当社独自技術を用いた差別化商品の更なる価値最大化を検討してまいりました。

この度、Goodyear 社より四輪タイヤの DUNLOP 商標権等を取得することで、一部の地域や商材を除き、当社

グループがグローバルに DUNLOP ブランドを展開していくこととなります。DUNLOP ブランドは認知度が高

く、グローバルに価値を最大化出来るブランドであり、当社グループとしてはそのメリットを活かし、先進

技術を搭載した商品で他社との差別化を図るとともに、今後グローバルでのプレミアム商品比率を高めて

まいります。また、既に保有しているスポーツ事業における DUNLOP ブランドとの連携による全社的なブラ

ンド戦略の強化を通じて、DUNLOP ブランド商品の拡販に繋げてまいります。 

 

２．取引の概要 

（１）取得する商標権等の内容 

欧州・北米・オセアニア地域における四輪タイヤの DUNLOP 商標権等 

（２）取得する資産、負債の項目及び金額 

取得する主な資産等は商標権および契約上の権利等、526 百万米ドルです。 

（３）取得価格及び決済方法 

取得価格：526 百万米ドル※ 

決裁方法：自己資金および借入金等による現金決済 

 

※別途、欧州 DUNLOP 製品の顧客移行等に関する移行サポート費用 105 百万米ドル、および初期在庫

の買取り費用等を上記取得価格と併せてクロージング時に支払い予定です。なお、初期在庫の買取

り費用等は現時点では未定です。クロージング時点において見込みの金額を仮払いし、クロージン



 

 

グ後に在庫の確認を行い、必要に応じて価格調整を実施予定です。 

３．相手先の概要 

（１） 名 称 The Goodyear Tire & Rubber Company 

（２） 所 在 地 アメリカ合衆国 オハイオ州 アクロン 

（３） 代表者の役職・氏名 Chief Executive Officer and President：Mark Stewart 

（４） 事 業 内 容 タイヤの製造販売 ほか 

（５） 資 本 金 284 百万米ドル (2023 年 12 月期末) 

（６） 設 立 年 月 日 1898 年 

（７） 純 資 産 4,837 百万米ドル (2023 年 12 月期末) 

（８） 総 資 産 21,582 百万米ドル (2023 年 12 月期末) 

（９） 大株主及び持株比率 BlackRock Inc. 12.7% ほか 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 タイヤの販売 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

Goodyear 社の経営成績(2023 年 12 月期実績) 

 Goodyear 社(連結) 

売 上 高 20,066 百万米ドル 

売 上 総 利 益 3,509 百万米ドル 

営 業 利 益 695 百万米ドル 

 

４．日 程 (日本時間) 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2025 年 1 月 8 日 

（２） 契 約 締 結 日 2025 年 1 月 8 日 

（３） ク ロ ー ジ ン グ 日 2025 年 5 月（予定） 

 

５．会計処理の概要 

本取引の会計上の取り扱いについては現在精査中です。 

 

６．今後の見通し 

2024 年 12 月期の連結業績に与える影響はありません。2025 年 12 月期の連結業績に与える影響は現

在精査中です。本件に関して公表すべき事項が生じた際は速やかに開示いたします。 

 

 

以 上 


